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令和 6 年度真庭市補正予算(3 月補正)について

令和 6 年度 3 月補正予算は、物価高騰の影響を受けた市民や事業者を早急に支援する

ための事業や、国の補正予算に伴う事業等について予算編成を行いました。

また、歳入では最終見込額、歳出では各種事業費の確定及び進捗状況に合わせて、決

算見込みを反映した補正額を計上しています。

1 令和 6 年度真庭市一般会計補正予算(第 7 号)

歳入歳出をそれぞれ 9 億 1,361 万 5 千円減額し、歳入歳出総額 370 億 8,550 万 8 千

円を計上しています。これを前年同期の予算額 363 億 4,850 万 7 千円と比較すると、7

億 3,700 万 1 千円、2.0％の増です。

(1) 歳入について

歳入の主なものは、地方交付税では、国の補正予算に伴う追加配分により 2 億

8,271 万 5 千円を増額、国庫支出金では、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付

金の増等により 1,378 万 3 千円を増額、財産収入では、各種基金利子の増等により

5,348 万 2 千円を増額、寄附金では、ふるさと納税指定寄附金の増等により 9,099

万円を増額しています。

また、県支出金では、県造林補助金事業（森林環境保全直接支援事業）の減等に

より 8,553 万 8 千円を減額、繰入金では、財政調整基金繰入金の減等により 7 億

1,903 万 2 千円を減額しています。諸収入では、新型コロナ定期接種ワクチン確保

事業助成金の減等により 5,261 万 3 千円を減額、市債では、過疎対策事業債の減等

により 6 億 220 万円を減額しています。

(2) 歳出について

歳出の主なものは、物価高騰対策として、キャッシュレス・市民ポイント推進事

業 5,860 万円、飼料価格高騰緊急対策支援事業 2,880 万 7 千円等をそれぞれ増額

し、国の補正予算等に伴い、複合施設再編整備事業 2,301 万 2 千円、国土調査事業

6,682 万 4 千円、災害対策備蓄品購入事業 3,888 万 1 千円等をそれぞれ増額してい

ます。

また、民生費では、保育園共通経常管理費の減等により 3 億 3,921 万 5 千円を減

額、衛生費では、廃棄物処理施設集約化事業の減等により 5 億 7,737 万 6 千円を減

額、教育費では、小学校施設整備事業の減等により 1 億 6,609 万 6 千円を減額して

います。

諸支出金では、減債基金積立金及びふるさと真庭応援基金積立金の増等により 2

億 2,020 万 5 千円を増額しています。
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2 令和 6 年度真庭市国民健康保険特別会計補正予算(第 1 号)

歳入では、国民健康保険税 1,285 万 4 千円、国庫支出金 3 万 7 千円、財産収入 1 万

4 千円及び繰越金 1,879 万円をそれぞれ増額し、使用料及び手数料 3 万 9 千円、県支

出金 94 万円、繰入金 3,586 万 9 千円及び諸収入 442 万 4 千円をそれぞれ減額していま

す。

歳出では、基金積立金 1 万 4 千円を増額し、総務費 54 万 9 千円、保険給付費 250 万

円及び保健事業費 654 万 2 千円をそれぞれ減額しています。

これらにより、歳入歳出をそれぞれ 957 万 7 千円減額し、歳入歳出総額 49 億 1,910

万 6 千円を計上しています。

3 令和 6 年度真庭市後期高齢者医療特別会計補正予算(第 2 号)

歳入では、後期高齢者医療保険料 4,363 万 7 千円、繰入金 3,749 万 2 千円及び諸収

入 8 万円をそれぞれ減額しています。

歳出では、総務費 249 万 5 千円及び広域連合納付金 7,871 万 4 千円をそれぞれ減額

しています。

これらにより、歳入歳出をそれぞれ 8,120 万 9 千円減額し、歳入歳出総額 8 億 6,653

万 8 千円を計上しています。

4 令和 6 年度真庭市介護保険特別会計補正予算(第 2 号)

歳入の主なものは、保険料 1,396 万 7 千円、県支出金 787 万 9 千円及び諸収入 224

万 5 千円をそれぞれ増額し、国庫支出金 5,179 万 4 千円、支払基金交付金 2,162 万 8

千円及び繰入金 8,129 万円をそれぞれ減額しています。

歳出では、基金積立金 9,567 万 6 千円を増額し、総務費 262 万 5 千円、保険給付費

1 億 8,770 万円、地域支援事業費 3,237 万 3 千円及び諸支出金 296 万 9 千円をそれぞ

れ減額しています。

これらにより、歳入歳出をそれぞれ 1 億 2,999 万 1 千円減額し、歳入歳出総額 63 億

8,315 万 1 千円を計上しています。

5 令和 6 年度真庭市介護保険特別会計(介護サービス事業勘定)補正予算(第 2 号)

歳入では、サービス収入 150 万 2 千円を増額し、繰入金 326 万 9 千円を減額してい

ます。

歳出では、居宅介護支援事業費 176 万 7 千円を減額しています。

これらにより、歳入歳出をそれぞれ 176 万 7 千円減額し、歳入歳出総額 5,806 万 7

千円を計上しています。
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6 令和 6 年度真庭市浄化槽事業特別会計補正予算(第 1 号)

歳入の主なものは、一般会計繰入金 110 万円を減額しています。

歳出では、総務管理費 88 万 9 千円を減額しています。

これらにより、歳入歳出をそれぞれ 88 万 9 千円減額し、歳入歳出総額 4,123 万 5 千

円を計上しています。

7 令和 6 年度真庭市津黒高原観光事業特別会計補正予算(第 1 号)

歳入では、前年度繰越金 1 万 6 千円を減額しています。

歳出では、津黒高原荘等経常管理費 5 千円及び津黒高原荘等改修事業 1 万 1 千円を

それぞれ減額しています。

これらにより、歳入歳出をそれぞれ 1 万 6 千円減額し、歳入歳出総額 2,833 万 2 千

円を計上しています。

8 令和 6 年度真庭市温泉事業特別会計補正予算(第 2 号)

歳入の主なものは、一般会計繰入金 92 万 2 千円を増額し、配湯使用料等 106 万円及

び事業収入 72 万 1 千円をそれぞれ減額しています。

歳出の主なものは、一般管理費 13 万 6 千円を増額し、湯本温泉館費 82 万 6 千円を

減額しています。

これらにより、歳入歳出をそれぞれ 82 万 7 千円減額し、歳入歳出総額 1 億 1,812 万

5 千円を計上しています。

9 令和 6 年度真庭市水道事業会計補正予算(第 3 号)

収益的収入では、営業収益 1,026 万 2 千円、営業外収益 617 万 4 千円等を増額した

ことにより、収入総額 12 億 8,690 万円を計上しています。主なものとして給水収益及

び長期前受金戻入を増額しています。

収益的支出では、営業費用 3,071 万円等を減額し、特別損失 160 万円を増額したこ

とにより、支出総額 11 億 8,488 万 2 千円を計上しています。主なものとして原水及び

浄水費並びに配水及び給水費を減額し、その他特別損失を増額しています。

資本的収入では、企業債 1,830 万円及び負担金 6,673 万円をそれぞれ減額し、他会

計補助金 1,082 万 9 千円を増額したことにより、収入総額 4 億 4,405 万 5 千円を計上

しています。

資本的支出では、建設改良費 8,701 万 6 千円を減額したことにより、支出総額 9 億

9,288 万円を計上しています。
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10 令和 6 年度真庭市下水道事業会計補正予算(第 2 号)

収益的収入では、営業収益 3,195 万 6 千円及び営業外収益 7,254 万 4 千円をそれぞ

れ減額したこと等により、収入総額 17 億 638 万 9 千円を計上しています。主なものと

して下水道使用料及び補助金を減額しています。

収益的支出では、営業費用 1 億 170 万 2 千円及び営業外費用 272 万 1 千円をそれぞ

れ減額したことにより、支出総額 17 億 638 万 9 千円を計上しています。主なものとし

て処理場費及び総係費を減額しています。

資本的収入では、企業債 1 億 4,420 万円、補助金 9,536 万 5 千円等を減額し、出資

金 1,371 万円等を増額したことにより、収入総額 11 億 6,116 万 7 千円を計上していま

す。

資本的支出では、建設改良費 2 億 8,642 万 9 千円を減額したことにより、支出総額

16 億 5,874 万 7 千円を計上しています。

11 令和 6 年度真庭市国民健康保険湯原温泉病院事業会計補正予算(第 1 号)

収益的収入では、医業収益 2 億 4,242 万 8 千円、医業外収益 4,529 万 6 千円等を減

額したことにより、収入総額 13 億 1,078 万円を計上しています。主なものとして入院

及び外来収益並びに他会計補助金を減額しています。

収益的支出では、医業費用 5,374 万 9 千円、医業外費用 4,500 万円等を減額したこ

とにより、支出総額 15 億 820 万 8 千円を計上しています。主なものとして薬品費及び

修繕費を減額しています。

資本的収入では、出資金 190 万 4 千円及び企業債 40 万円をそれぞれ減額したことに

より、収入総額 1 億 5,880 万 1 千円を計上しています。
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令和6年度3月補正会計別予算集計表

　　　（単位：千円,％）

補正前 3月 補正後 前年度3月

予算額 補正額 予算額 予算額

一　般　会　計 37,999,123 △ 913,615 37,085,508 36,348,507 737,001 2.0

国民健康保険特別会計 4,928,683 △ 9,577 4,919,106 5,042,970 △ 123,864 △ 2.5

後期高齢者医療特別会計 947,747 △ 81,209 866,538 782,093 84,445 10.8

介護保険特別会計 6,513,142 △ 129,991 6,383,151 6,494,643 △ 111,492 △ 1.7

介護保険特別会計
(介護サ－ビス事業勘定)

59,834 △ 1,767 58,067 52,039 6,028 11.6

浄化槽事業特別会計 42,124 △ 889 41,235 47,135 △ 5,900 △ 12.5

津黒高原観光事業特別会計 28,348 △ 16 28,332 29,259 △ 927 △ 3.2

クリエイト菅谷事業特別会計 7,636 0 7,636 9,350 △ 1,714 △ 18.3

温泉事業特別会計 118,952 △ 827 118,125 122,694 △ 4,569 △ 3.7

特別会計合計 12,646,466 △ 224,276 12,422,190 12,580,183 △ 157,993 △ 1.3

水道事業会計 2,293,899 △ 116,137 2,177,762 2,184,525 △ 6,763 △ 0.3

下水道事業会計 3,755,988 △ 390,852 3,365,136 3,296,391 68,745 2.1

国民健康保険湯原温泉
病院事業会計

1,817,552 △ 105,749 1,711,803 1,782,958 △ 71,155 △ 4.0

公営企業会計合計 7,867,439 △ 612,738 7,254,701 7,263,874 △ 9,173 △ 0.1

合　　　　　　計 58,513,028 △ 1,750,629 56,762,399 56,192,564 569,835 1.0

会　　計　　名 増減額 増減比
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令和6年度3月補正歳入の状況
（単位：千円,％）

補正前 3月 補正後 前年度3月

予算額 補正額 予算額 予算額

10,846,762 △ 614,675 10,232,087 27.6 9,764,356 467,731 4.8

市税 4,928,026 1,649 4,929,675 13.3 5,104,531 △ 174,856 △ 3.4

分担金及び負担金 189,540 △ 4,982 184,558 0.5 195,114 △ 10,556 △ 5.4

使用料及び手数料 310,324 15,831 326,155 0.9 307,945 18,210 5.9

財産収入 215,801 53,482 269,283 0.7 270,107 △ 824 △ 0.3

寄附金 370,195 90,990 461,185 1.2 426,617 34,568 8.1

繰入金 2,906,470 △ 719,032 2,187,438 5.9 1,228,085 959,353 78.1

繰越金 1,172,003 0 1,172,003 3.2 1,629,684 △ 457,681 △ 28.1

諸収入 754,403 △ 52,613 701,790 1.9 602,273 99,517 16.5

27,152,361 △ 298,940 26,853,421 72.4 26,584,151 269,270 1.0

地方譲与税 458,420 △ 3,494 454,926 1.2 413,528 41,398 10.0

利子割交付金 1,800 700 2,500 0.0 1,800 700 38.9

配当割交付金 30,400 3,700 34,100 0.1 30,400 3,700 12.2
株式等譲渡所得割交付金 37,400 18,200 55,600 0.1 37,400 18,200 48.7

法人事業税交付金 95,200 11,900 107,100 0.3 92,500 14,600 15.8

地方消費税交付金 1,069,200 51,336 1,120,536 3.0 1,025,992 94,544 9.2

ゴルフ場利用税交付金 15,300 △ 1,000 14,300 0.0 15,500 △ 1,200 △ 7.7

環境性能割交付金 34,200 2,500 36,700 0.1 31,600 5,100 16.1

地方特例交付金 197,571 8,458 206,029 0.6 36,487 169,542 464.7

地方交付税 14,249,069 282,715 14,531,784 39.2 14,213,688 318,096 2.2
交通安全対策特別交付金 3,100 0 3,100 0.0 3,300 △ 200 △ 6.1

国庫支出金 3,503,802 13,783 3,517,585 9.5 4,384,239 △ 866,654 △ 19.8

県支出金 1,784,918 △ 85,538 1,699,380 4.6 1,583,852 115,528 7.3

市債 5,671,981 △ 602,200 5,069,781 13.7 4,713,865 355,916 7.6

37,999,123 △ 913,615 37,085,508 100.0 36,348,507 737,001 2.0

【一般・特定財源区分】 （単位：千円,％）
補正前 3月 補正後 前年度3月

予算額 補正額 予算額 予算額

24,098,894 △ 365,258 23,733,636 64.0 23,078,691 654,945 2.8

市税 4,928,026 1,649 4,929,675 13.3 5,104,531 △ 174,856 △ 3.4

地方譲与税 458,420 △ 3,494 454,926 1.2 413,528 41,398 10.0

利子割交付金 1,800 700 2,500 0.0 1,800 700 38.9

配当割交付金 30,400 3,700 34,100 0.1 30,400 3,700 12.2
株式等譲渡所得割交付金 37,400 18,200 55,600 0.1 37,400 18,200 48.7

法人事業税交付金 95,200 11,900 107,100 0.3 92,500 14,600 15.8

地方消費税交付金 1,069,200 51,336 1,120,536 3.0 1,025,992 94,544 9.2

ゴルフ場利用税交付金 15,300 △ 1,000 14,300 0.0 15,500 △ 1,200 △ 7.7

環境性能割交付金 34,200 2,500 36,700 0.1 31,600 5,100 16.1

地方特例交付金 197,571 8,458 206,029 0.6 36,487 169,542 464.7

地方交付税 14,249,069 282,715 14,531,784 39.2 14,213,688 318,096 2.2
交通安全対策特別交付金 3,100 0 3,100 0.0 3,300 △ 200 △ 6.1
繰入金(財政調整基金･特別会計) 1,762,324 △ 741,922 1,020,402 2.8 350,516 669,886 191.1

繰越金 1,172,003 0 1,172,003 3.2 1,629,684 △ 457,681 △ 28.1

市債(臨時財政対策債) 44,881 0 44,881 0.1 91,765 △ 46,884 △ 51.1

13,900,229 △ 548,357 13,351,872 36.0 13,269,816 82,056 0.6

分担金及び負担金 189,540 △ 4,982 184,558 0.5 195,114 △ 10,556 △ 5.4

使用料及び手数料 310,324 15,831 326,155 0.9 307,945 18,210 5.9

財産収入 215,801 53,482 269,283 0.7 270,107 △ 824 △ 0.3

寄附金 370,195 90,990 461,185 1.2 426,617 34,568 8.1

国庫支出金 3,503,802 13,783 3,517,585 9.5 4,384,239 △ 866,654 △ 19.8

県支出金 1,784,918 △ 85,538 1,699,380 4.6 1,583,852 115,528 7.3

繰入金 1,144,146 22,890 1,167,036 3.1 877,569 289,467 33.0

諸収入 754,403 △ 52,613 701,790 1.9 602,273 99,517 16.5

市債 5,627,100 △ 602,200 5,024,900 13.5 4,622,100 402,800 8.7

37,999,123 △ 913,615 37,085,508 100.0 36,348,507 737,001 2.0

【自主・依存財源区分】

自主財源

依存財源

合　　　　　計

一般財源

特定財源

合　　　　　計

区         分 構成比 増減額 増減率

区         分 構成比 増減額 増減率
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令和6年度3月補正歳出の状況
【目的別】 （単位：千円,％）

補正前 3月 補正後 前年度3月

予算額 補正額 予算額 予算額

273,376 △ 4,734 268,642 0.7 233,926 34,716 14.8

4,773,959 △ 9,375 4,764,584 12.8 4,543,158 221,426 4.9

9,086,071 △ 339,215 8,746,856 23.6 8,921,238 △ 174,382 △ 2.0

5,294,348 △ 577,376 4,716,972 12.7 4,539,723 177,249 3.9

0 0 0 0.0 0 0 －

2,304,554 △ 47,917 2,256,637 6.1 2,894,348 △ 637,711 △ 22.0

898,611 △ 48,590 850,021 2.3 756,989 93,032 12.3

3,020,339 61,881 3,082,220 8.3 2,738,546 343,674 12.5

1,517,956 5,887 1,523,843 4.1 1,405,761 118,082 8.4

4,513,135 △ 166,096 4,347,039 11.7 3,779,099 567,940 15.0

48,499 △ 1,286 47,213 0.1 83,707 △ 36,494 △ 43.6

5,045,803 △ 6,999 5,038,804 13.6 5,180,298 △ 141,494 △ 2.7

1,022,472 220,205 1,242,677 3.4 1,071,714 170,963 16.0

200,000 0 200,000 0.5 200,000 0 0.0

37,999,123 △ 913,615 37,085,508 100.0 36,348,507 737,001 2.0

（単位：千円,％）
補正前 3月 補正後 前年度3月

予算額 補正額 予算額 予算額

15,890,018 △ 316,150 15,573,868 42.0 15,502,362 71,506 0.5

人件費 7,155,546 △ 114,515 7,041,031 19.0 6,655,745 385,286 5.8

扶助費 3,688,669 △ 194,636 3,494,033 9.4 3,666,319 △ 172,286 △ 4.7

公債費 5,045,803 △ 6,999 5,038,804 13.6 5,180,298 △ 141,494 △ 2.7

13,092,513 △ 191,516 12,900,997 34.8 11,761,143 1,139,854 9.7

物件費 7,092,233 △ 316,140 6,776,093 18.3 6,068,419 707,674 11.7

維持補修費 663,994 169,430 833,424 2.2 605,909 227,515 37.5

補助費等 5,336,286 △ 44,806 5,291,480 14.3 5,086,815 204,665 4.0

5,863,736 △ 547,427 5,316,309 14.3 6,068,468 △ 752,159 △ 12.4

普通建設事業費 5,815,237 △ 546,141 5,269,096 14.2 5,984,761 △ 715,665 △ 12.0

災害復旧事業費 48,499 △ 1,286 47,213 0.1 83,707 △ 36,494 △ 43.6

失業対策事業費 0 0 0 0.0 0 0 －

3,152,856 141,478 3,294,334 8.9 3,016,534 277,800 9.2

投資及び出資金 102,629 △ 1,496 101,133 0.3 1,000 100,133 10,013.3

積立金 1,022,463 219,977 1,242,440 3.4 1,071,693 170,747 15.9

貸付金 19,920 △ 1,180 18,740 0.1 14,880 3,860 25.9

繰出金 1,807,844 △ 75,823 1,732,021 4.7 1,728,961 3,060 0.2

予備費 200,000 0 200,000 0.5 200,000 0 0.0

37,999,123 △ 913,615 37,085,508 100.0 36,348,507 737,001 2.0

議会費

総務費

民生費

衛生費

労働費

農林水産業費

商工費

土木費

消防費

教育費

災害復旧費

公債費

諸支出金

予備費

合　　　　　計

【性質別】

義務的経費

消費的経費

投資的経費

その他

合　　　　　計

区         分 構成比 増減額 増減率

区         分 構成比 増減額 増減率
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令和6年度3月補正予算事業
（単位：千円）

区分 拡充

会計名 一般会計

目的

事業内容

事業の効果

国県支出金 地方債 その他 一般財源

169,640 58,600 228,240 47,460 0 1,700 9,440 

区分 拡充

会計名 一般会計

目的

事業内容

事業の効果

国県支出金 地方債 その他 一般財源

15,146 10,000 25,146 8,235 0 0 1,765 

総合政策部

総合政策課

・物価高騰の影響を受ける市民生活及び事業者支援、マイナンバーカード活用による質の

　高い行政サービスの提供、デジタルディバイド対策による新しい生活様式の実現

・物価高騰の影響を受ける市民生活の支援、市内消費拡大による事業者支援に係る

　キャンペーンの実施

　(１)マイナンバーカード等で本人確認済の市民の方にポイント給付を実施

　　　市民を対象に3,000まにぃポイントを給付

　(２)決済額の５％還元キャンペーンを実施

　　 ・利用者に利用額の５％をポイント還元、事業者にまにこいんでの売上の5%を還元

・上記事業を円滑に実施するための支援業務の実施

　スマホに不慣れな方を対象とするスマホ教室・窓口支援業務の実施

・マイナンバーカード及びスーパーアプリ基盤を活用した効率的かつ迅速な給付の実現

・市民の新しい生活様式への順応による、市民の利便性向上

補正額の財源内訳

産業観光部

地域エネルギー政策課

・物価高騰の影響を受ける中、省エネ性能に優れた電気機器の買換え促進による生活支援

・本市の温室効果ガスの抑制及び市民の脱炭素意識の醸成

・対象者　　　市内店舗・事業所で補助対象機器（新品に限る）を合計5万円以上

　　　　　　　購入した市民（真庭市在住の世帯主（1世帯1回限り））

・対象機器　　エアコン、冷蔵・冷凍庫、テレビ、照明器具、電気便座

　　　　　　　※最新の目標年度において省エネ基準達成率100%以上の家電

・補助率　　　1/4（上限5万円）

・最新型への買換えによる家庭の省エネ実現

・省エネ機器の買換えを契機とした家計支援、地域内経済の活性化

補正額の財源内訳

1 事業名
【物価高騰対策】

　キャッシュレス･市民ポイント推進事業

所属 予算書事業名 キャッシュレス･市民ポイント推進事業

補正前額 補正額 補正後額

2 事業名
【物価高騰対策】

　カーボンニュートラル推進事業

所属 予算書事業名 カーボンニュートラル推進事業

補正前額 補正額 補正後額

-9-



（単位：千円）

区分 新規

会計名 一般会計

目的

事業内容

事業の効果

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 20,000 20,000 14,000 0 0 6,000 

区分 新規

会計名 一般会計

目的

事業内容

事業の効果

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 5,000 5,000 3,500 0 0 1,500 

産業観光部

産業政策課

・エネルギー価格の高騰の影響を受ける中、エネルギーコスト削減のため省エネ機器を導入

　する事業者を支援

・対象者　　　真庭市内に主たる事業所を有する事業者で、エネルギーコスト削減のために

　　　　　　　省エネ機器を導入するもの

　　　　　　　※本事業は1事業者1回までとし、交付を受けた事業者による再申請は不可

　　　　　　　※他事業との併用は不可

・対象経費　　省エネ基準達成率100%以上の機器の購入・設置に係る費用

　　　　　　　例：LED照明機器の導入、省電力の空調機器の導入等

　　　　　　　購入額の合計が5万円以上

・補助率　　　1/2（上限15万円）　

・省エネ機器の導入によるエネルギーコストの削減

補正額の財源内訳

産業観光部

農業振興課

・エネルギー価格上昇に耐えうる営農の実現のため、電動式の農機具、減化学肥料、減農薬

　の推進、農作業の効率化につながる資材導入を推進し、営農継続を支援

・対象者　　　市内に住所を有する認定農業者、認定新規就農者で、現に農業を営む者

　　　　　　　※本事業は1農業者につき1回とし、交付を受けた者による再申請は不可　

・対象経費　　電動式(バッテリー型)の農業機械、生分解性マルチ、化学肥料低減のため

　　　　　　　のバイオ液肥タンク等で、購入額の合計が５万円以上

・補助率　　　1/2（上限15万円）

・農業者の生産意欲、生産効率向上を図り、農業の経営継続に繋げる

・営農継続による耕作放棄地発生の抑制

・バイオ液肥等を活用した、真庭型循環農業の推進

補正額の財源内訳

3 事業名
【物価高騰対策】

　事業者省エネ対応機器導入補助事業

所属 予算書事業名 事業者省エネ対応機器導入補助事業

補正前額 補正額 補正後額

4 事業名
【物価高騰対策】

　省エネ農業推進事業

所属 予算書事業名 省エネ農業推進事業

補正前額 補正額 補正後額
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（単位：千円）

区分 新規

会計名 一般会計

目的

事業内容

事業の効果

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 28,807 28,807 20,200 0 0 8,607 

区分 拡充

会計名 一般会計

目的

事業内容

事業の効果

国県支出金 地方債 その他 一般財源

4,180 38,881 43,061 19,440 0 0 19,441 

産業観光部

農業振興課

・飼料価格の高騰により畜産経営に影響を受けている市内畜産農家に対し、その影響を

　軽減し経営の安定と継続を図ることを支援

・対象者　　　市内に住所又は事業所を有し、現に畜産業を営んでおり、補助金の交付

　　　　　　　申請時において、補助金の交付に係る事業を継続して実施し、令和７年度

　　　　　　　以降も交付に係る事業を継続して実施する者

・支援内容　　飼料価格高騰に対し、配合飼料の価格高騰分の支援を行う

　　　　　　　乳用牛：6,400円/頭、　　　　　肉用牛（肥育）：6,400円/頭、

　　　　　　　肉用牛（繁殖）：2,300円/頭、　豚：700円/頭

・支援金額　　支援単価×頭数

・畜産農家の所得支援

・畜産農家の生産意欲の向上を図り、経営継続を支援

補正額の財源内訳

市長直轄組織

危機管理課

・避難所の迅速な設営、生活環境・衛生環境を改善

・市民の災害に対する意識醸成を促し、住民の迅速な避難を促進

災害対策資機材の整備

・簡易折り畳みアルミベッド×700台購入

・テント型パーティション×350基購入

・自動ラップ式トイレ×14セット　

・電源用発電機(カセットボンベ使用)×14台　

・防災倉庫×7基整備　

・避難所生活時の身体的・精神的なストレスの軽減

・避難所生活のイメージ向上による、災害時の市民の迅速な避難の実現

・拠点配備による避難所（必要資機材）の迅速な設置

補正額の財源内訳

5 事業名
【物価高騰対策】

　飼料価格高騰緊急対策支援事業

所属 予算書事業名 飼料価格高騰緊急対策支援事業

補正前額 補正額 補正後額

6 事業名 　災害対策備蓄品購入事業

所属 予算書事業名 災害対策備蓄品購入事業

補正前額 補正額 補正後額
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（単位：千円）

区分 新規

会計名 一般会計

目的

事業内容

事業の効果

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 23,012 23,012 10,000 0 0 13,012 

総合政策部

総合政策課

・久世エリアの公共施設の適正な再整備を通じた機能強化による市民の利便性及び満足度の

　向上

〔事業概要〕

・久世エリアの公共施設の複合化に伴う基本方針の検討

・公共施設の最適化及び維持管理・運営等について、PFI等の公民連携事業を導入する場合の

　事業スキームを検討　

〔調査実施後のスケジュール（案）〕

　令和７年度：　基本方針の検討、公民連携事業の導入可能性調査の実施

　令和８年度：　事業手法の決定、実施方針の策定、民間事業者募集

　令和９年度：　民間事業者の選定等

・保健福祉機能の一体化により、市民窓口が集約化され、市民の満足度向上

・集約による利便性向上により、公民館、保健福祉会館、図書館等の利用者数の増加

補正額の財源内訳

7 事業名 　複合施設再編整備事業

所属 予算書事業名 複合施設再編整備事業

補正前額 補正額 補正後額
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